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担
保
権
者
に
物
上
代
位 

建て替えには容積率緩和 

区
分
所
有
者
へ
の
売
却
代
金 

国
土
交
通
省
は
、
マ
ン

シ
ョ
ン
建
て
替
え
円
滑
化

法
を
改
正
し
、
耐
震
性
不

足
マ
ン
シ
ョ
ン
を
対
象
に

特
定
行
政
庁
の
認
定
を
経

て
、
管
理
組
合
が
５
分
の

４
以
上
の
多
数
決
決
議
で

建
物
と
敷
地
を
一
括
売
却

で
き
る
よ
う
に
す
る
。 

決
議
前
に
「
買
い
受
け
計

画
」
を
都
道
府
県
知
事
ま
た

は
市
長
が
認
定
す
る
仕
組

み
も
用
意
し
、
行
政
の
認
定

を
前
提
と
し
た
売
却
決
議

と
な
る
。
建
て
替
え
に
対
し

て
は
容
積
率
の
緩
和
特
例

を
行
う
。
こ
の
改
正
法
案
は

２
月
２
８
日
に
閣
議
決
定

さ
れ
た
。 

ポ
イ
ン
ト
は
マ
ン
シ
ョ
ン

敷
地
売
却
制
度
創
設
と
容
積

率
の
緩
和
特
例
。
ど
ち
ら
も
対

象
は
自
治
体
が
認
定
す
る
「
耐

震
性
不
足
マ
ン
シ
ョ
ン
」
。
多

数
決
決
議
で
建
物
と
敷
地
を

売
却
し
、
区
分
所
有
関
係
が
解

消
で
き
る
よ
う
に
す
る
。 

区
分
所
有
者
は
新
建
物
へ

の
再
入
居
ま
た
は
住
み
替
え

が
可
能
。
円
滑
な
住
み
替
え

を
支
援
す
る
た
め
、
買
い
受

け
人
が
申
請
す
る
除
却
や
代

替
住
居
の
提
供
・
あ
っ
せ
ん

等
を
内
容
と
す
る
買
い
受
け

計
画
を
都
道
府
県
知
事
等
が

認
定
す
る
。 

国交省 

建
て
替
え
に
お
け
る
容
積

率
緩
和
で
は
認
定
マ
ン
シ
ョ

ン
に
限
り
、
容
積
率
既
存
不

適
格
で
も
緩
和
で
き
る
特
例

制
度
を
新
た
に
設
け
る
。
緩

和
の
程
度
の
幅
は
示
し
て
い

な
い
。（
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
新

聞 

第9
2
9

号
よ
り
） 

敷
地
売
却 

制

度 
売
却
制
度 

埼
玉
県
警
東
松
山
署
は
２

月
６
日
、
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理

組
合
の
修
繕
積
立
金
を
横
領

し
た
と
し
て
、
東
松
山
市
の

会
社
役
員
竹
内
輝
義
容
疑
者

を
横
領
容
疑
で
逮
捕
し
た
と

発
表
し
た
。 

同
容
疑
者
は
居
住
す
る
マ

ン
シ
ョ
ン
の
管
理
組
合
理
事

長
だ
っ
た
２
０
１
２
年
１
２

月
３
日
、
管
理
組
合
の
口
座

か
ら
約
１
０
０
０
万
円
を
横

領
し
た
疑
い
。「
正
当
な
役
員

報
酬
だ
」
と
容
疑
を
否
認
し

て
い
る
と
い
う
。 

手
口
は
、
同
署
に
よ
る
と
、

印
鑑
は
同
容
疑
者
、
通
帳
は

都
内
の
管
理
会
社
が
保
管
し

て
い
た
が
、
口
座
を
解
約
し

て
預
金
を
引
き
出
し
た
と
い

う
。
解
約
に
は
通
帳
が
必
要

だ
が
、
紛
失
を
装
っ
て
再
発

行
の
手
続
き
を
行
い
、
通
帳

を
確
保
、
直
後
に
解
約
し
た

と
い
う
。 

口
座
解
約
し  

万
円
着
服 

埼

玉

・ 

東
松
山
署 

横
領
容
疑
で
元
理
事
長
逮
捕 

同
署
に
よ
れ
ば
、
理
事
会

は
役
員
３
人
と
幹
事
一
人

で
構
成
。
輪
番
制
の
一
年
任

期
で
役
員
報
酬
は
年
４
万

円
だ
っ
た
が
、
同
容
疑
者
が

理
事
長
に
就
任
し
て
か
ら

年
６
万
円
に
増
額
さ
れ
た
。

こ
の
報
酬
以
外
に
「
向
こ
う

５
年
間
役
員
を
す
る
報
酬

を
先
に
も
ら
う
」
な
ど
と
し

て
、
掲
示
板
に
異
議
・
申
し

立
て
が
な
け
れ
ば
承
認
さ

れ
た
と
み
な
す
と
し
た
書

類
を
張
っ
て
い
た
が
、
管
理

組
合
は
承
認
し
て
い
な
い

と
い
う
。 

管
理
会
社
の
担
当
者
が

記
帳
の
際
に
口
座
が
解
約

さ
れ
て
い
る
こ
と
が
分
か

り
発
覚
し
た
。
管
理
組
合
は

昨
年
２
月
に
同
容
疑
者
の

理
事
長
職
を
解
任
し
、
同
三

月
に
同
署
に
被
害
届
を
出

し
て
い
た
。（
マ
ン
シ
ョ
ン
管

理
新
聞 

第9
3
1

号
よ
り
） 

(＊)…認定/認可権者：都道府県知事または市長 

耐震性不足の認定 （特定行政庁が認定） 

買受計画の認定(＊) 

買受人＝デベロッパー 

マンション敷地売却決議 

４／５以上の多数決議 

売却の相手方・売却代金・分配金の算定方法 

マンション敷地売却組合の設立認可(＊) 

３／４以上の多数決議 

 

反対区分所有者への売渡し請求 

分配金取得計画の決定・認可(＊) 

組合がマンションと敷地の権利を取得 

買受人にマンションと敷地を売却 

マンション敷地売却制度の流れ 
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編集後記 

情報システムは企業活動だけでなく広く市民生活にも浸透し、私たちの生活にとっては無くてはならないものに

なっています。マンション管理においてもこの情報システムが活用されていますが、管理組合理事会活動、委員

会活動にもこれを上手く活用して組合活動の活性化を図っているマンションが増えて来ています。管理に無関心

な管理組合こそ、マンション管理運営に役立つ情報システムを導入（管理組合のホームページ上で各種の情報を

提供、掲示版を活用して役員同士の意見を交換する等）の検討が必要と言えます。（吉田） 

都
市
部
で
マ
ン
シ
ョ
ン

駐
車
場
の
外
部
貸
し
が
増

え
て
い
る
。
２
０
１
２
年

２
月
に
国
税
庁
が
外
部
貸

し
に
対
す
る
課
税
見
解
を

示
し
た
こ
と
で
、
管
理
組

合
が
空
き
駐
車
場
区
間
を

安
心
し
て
貸
せ
る
よ
う
に

な
り
、
駐
車
場
運
営
会
社

が
サ
ブ
リ
ー
ス
（
一
括
借

り
上
げ
）
で
ニ
ー
ズ
に
応

え
て
い
る
。
管
理
組
合
は

サ
ブ
リ
ー
ス
で
ど
の
程
度

収
益
を
得
て
、
税
金
を
支

払
う
こ
と
に
な
る
の
か
。 

従
来
管
理
組
合
に
と
っ

て
外
部
貸
し
は
覚
悟
が
必

要
だ
が
、
国
税
庁
の
見
解

で
課
税
方
法
が
整
理
さ
れ

た
。
ポ
イ
ン
ト
は
区
分
所

有
者
の
優
先
条
件
が
設
定

さ
れ
て
い
れ
ば
、
外
部
貸

し
し
て
も
貸
し
出
し
区
画

の
み
を
収
益
事
業
と
し
、

課
税
対
象
と
す
る
点
が
は

っ
き
り
し
た
こ
と
。 

日
本
駐
車
場
開
発
（
本

社
大
阪
）
に
よ
る
と
、
多

い
契
約
形
態
は
月
極
め
の

一
部
貸
し
。
時
間
貸
し
は

敷
地
内
に
人
の
出
入
が
多

く
な
る
た
め
敬
遠
さ
れ
る

と
い
う
。
管
理
会
社
と
は

同
社
が
サ
ブ
リ
ー
ス
契
約

税
理
士
も
紹
介 
駐

車

場 
外

部

貸

し 

サ
ブ
リ
ー
ス
で
使
用
料
保
証 

す
る
た
め
、
管
理
組
合
は

台
数
に
応
じ
た
一
定
金
額

の
使
用
料
収
入
が
保
証
さ

れ
、
ト
ラ
ブ
ル
対
応
も
任

せ
ら
れ
る
。
ま
た
同
社
で

は
税
理
士
も
紹
介
し
「
収

入
・
運
営
・
申
告
の
面
で

管
理
組
合
の
不
安
が
解
消

さ
れ
る
」
と
し
て
い

る
。 区

分
所
有
者
の
優

先
条
件
の
規
定
で
は

通
知
後
三
ヶ
月
以
内

に
明
け
渡
し
が
出
来

る
様
に
契
約
で
明
記
。 

管
理
組
合
は
駐
車

場
の
外
部
貸
し
を
認

め
る
管
理
規
約
が
必

要
に
な
る
た
め
、
問
合

せ
か
ら
運
用
開
始
に

至
る
ま
で
「
早
く
て
半

年
は
掛
か
る
」
と
し
て

い
る
。 

実
際
、
ど
の
く
ら
い
の

収
入
が
見
込
め
る
の
か
。

都
内
で
約
２
０
棟
の
マ

ン
シ
ョ
ン
と
契
約
す
る

同
社
だ
が
、
東
京
品
川
の

マ
ン
シ
ョ
ン
の
事
例
で

は
、
機
械
式
駐
車
場
７
４

台
中
、
空
き
１
５
台
分
を

一
括
借
り
上
げ
と
し
、
保

証
賃
料
は
１
台
当
り
１

万
２
０
０
０
円
に
設
定
。

年
間
２
１
６
万
円
が
管

理
組
合
の
収
入
と
な
る
。

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
費
用

等
を
控
除
し
た
課
税

所
得
は
１
５
０
万
円
。

法
人
税
・
市
民
税
・
事

業
税
の
総
額
は

4
2

万

７
０
０
０
円
。
ざ
っ
く

り
課
税
所
得
の
３
分

の
２
、
約
１
０
０
万
円

は
黒
字
と
し
て
残
り
、

今
後
の
修
繕
積
立
金

に
役
立
て
ら
れ
る
計

算
が
立
つ
。（
マ
ン
シ
ョ

ン
管
理
新
聞 

第

9
3

2

号
よ
り
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「
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
求
め
る
声
も 

地
域
防
災
力 

強
化
で
調
査 
必
要
な
行
政
支
援 

国
土
交
通
政
策
研
究

室
が
実
施
し
た
「
マ
ン
シ

ョ
ン
と
地
域
の
共
助
に

よ
る
防
災
強
化
の
た
め

の
具
体
的
方
策
に
関
す

る
調
査
」
の
中
か
ら
、
地

域
防
災
力
の
強
化
に
向

け
た
方
針
を
紹
介
し
ま

す
。 地

域
防
災
力 

マ
ン
シ
ョ
ン
と
地
域

が
連
携
し
た
「
地
域
防

災
」
の
取
り
組
み
に
つ
い

て
、
必
要
と
考
え
る
管
理

組
合
は
９
３
・
１
％
に
上

る
。 一

方
そ
の
課
題
で
は

マ
ン
シ
ョ
ン
と
地
域
の

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

不
足
（
８
１
・
４
％
）
が

突
出
し
、「
管
理
組
合
の
機

能
不
全
」「
マ
ン
シ
ョ
ン
防

災
施
設
等
の
不
備
」「
防
災

に
関
す
る
財
源
不
足
」
が

続
く
。 

「
機
能
不
全
」
の
理
由

は
①
組
合
員
の
減
少
６

２
・
８
％
②
組
合
員
の
高

齢
化
４
６
・
５
％
③
理
事

会
の
形
骸
化
２
６
・
７
％

と
し
て
い
る
。 

地
域
と
連
携
し
て
取
り

組
ん
で
い
る
マ
ン
シ
ョ
ン

の
事
例
で
は
防
災
訓
練
の

共
同
実
施（
４
１
・
３
％
）、

防
災
に
関
す
る
情
報
共
有

（
３
４
・
７
％
）
な
ど
、

ソ
フ
ト
面
が
上
位
を
占
め

る
。 周

辺
自
治
会
等
と
の
防

災
協
定
な
ど
連
携
強

化
の
提
案
は
、
管
理
組

合
に
未
提
案
の
会
社

が
７
０
・
６
％
。
提
案

し
て
い
る
場
合
、
内
容

は
①
防
災
に
関
す
る

情
報
共
有
４
９
・
２
％

②
共
同
防
災
訓
練
４

６
・
０
％
③
緊
急
時
の

連

絡

体

制

構

築

４

１
・
３
％
と
、
ソ
フ
ト

面
中
心
だ
。 

災
害
時
、
マ
ン
シ
ョ

ン
が
地
域
に
貢
献
で

き
る
事
で
は
①
一
時

避
難
所
と
し
て
の
共

用
ス
ペ
ー
ス
や
屋
上

の
開
放
７
３
・
４
％
②

避
難
通
路
と
し
て
の

敷
地
開
放
６
１
・
４
％

③
救
援
物
資
の
一
時

保
管
・
配
給
場
所
と
し

て
の
共
用
ス
ペ
ー
ス

の
活
用
４
９
・
８
％
を

挙
げ
て
い
る
。 

反
対
に
マ
ン
シ
ョ

ン
が
助
け
て
も
ら
う

こ
と
で
は
①
高
齢
者

や

要

介

護

者

の

支

援
・
救
助
活
動
の
支
援

８
３
・
５
％
②
水
・
食

料
な
ど
の
救
援
物
資

の
供
給
７
８
・
３
％
③

け
が
人
や
急
病
人
の

対
処
・
搬
送
７
４
・

１
％
な
ど
、
人
力
・
物

資
面
へ
の
期
待
が
強

い
。 地

域
防
災
強
化
に

必
要
な
行
政
支
援
で

は
、
①
水
・
食
料
の
備

蓄
へ
の
支
援
７
２
・

５
％
②
防
災
資
機
材

の
配
備
、
調
達
へ
の
支

援
６
１
・
９
％
③
共
同

防
災
訓
練
へ
の
支
援

５
８
・
３
％
の
順
。
マ

ン
シ
ョ
ン
と
地
域
と

の
間
の
標
準
的
な
協
定

な
ど
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

の
提
示
を
求
め
る
意
見

も
多
か
っ
た
。 

そ
の
他
、
地
域
防
災

力
強
化
へ
の
意
見
で
は

「
ま
ず
は
マ
ン
シ
ョ
ン

内
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー

形
成
を
」「
公
的
な
支
援

が
必
要
」
な
ど
２
０
以

上
の
見
方
が
紹
介
さ
れ

て
い
る
。 

 

調
査
に
つ
い
て
…
災

害
時
に
お
け
る
マ
ン
シ

ョ
ン
と
地
域
に
よ
る

「
地
域
防
災
力
」
強
化

に
向
け
た
方
策
提
言
が

目
的
。
２
０
１
３
年
９

月
５
日
か
ら
９
月
２
７

日
ま
で
、
一
般
社
団
法

人
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
業

協
会
会
員
３
８
６
社
を

対
象
に
ア
ン
ケ
ー
ト
を

実
施
し
、
２
２
０
社
か

ら
回
収
し
た
。（
マ
ン
シ

ョ
ン
管
理
新
聞 

第

9
3
2

号
よ
り
） 
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日本駐車場開発 


